
産業建設常任委員会  
 

日  時   平成２８年１０月１７日（月）午前１０時００分～  

場  所   第３委員会室  

 

１  開 議  

 

２  案 件   

（１）開発許可権限移譲について  

（まちづくり推進部行政報告）  

    

（２）商業活性化について（商店街連盟との意見交換総括）  

①意見交換要旨等  

②関係条例の状況  

 ③今後の方向性について  

 

３  その他     

（１）次回の開催予定について  







































●商店街連盟との意見交換会総括：論点整理表 

意
見
交
換
テ
ー
マ 

＜商店街連盟におかれた現状と課題＞ 

少子高齢化や人口減少が加速する中、地域に密着して地元に貢献度の高い商店街が売り

上げの減少や後継者不足で疲弊している。成長の時代から縮小の時代となった今、考え方

や仕組みを替えなければならない。そのため、行政を初め関係団体が一体となって、商業

の活性化を図る必要がある。 

商
店
街
連
盟
か
ら
の
主
な
提
案
事
項 

①市民一人に１００円を課金して､活性化資金として活用する｡ 

（還元策として商店から市民に１００円以上の割引券等を進呈する｡） 

意見交換における各委員の意見 総括時の留意点等 

○現に市から補助金が充てられていることか

ら、その中で工面すべき問題である。各商店

街ではその具体的な使途を明確にできるの

か、現状では難しいのでは。 

○まずは、消費者に向けてどのような魅力を打

ち出すのかという策を考えるべき。 

○条例により市民に課金ができるのか。 

○過去の経緯から、商店街にばら撒きのような

ことをしても、結局それでは自立できないと

いうことであり、まずは③の一体化に向け、

商店街のしくみづくりを見直すべき。 

・商店街連盟への会費納入、市の補助金

やその使途等、現状の把握 

・行政が行う場合は、「住民税」の徴収、

又は「ふるさと寄附金」等により財源

を確保した中から、補助金として団体

に交付、又は基金に積立てて運用する

こと等が考えられるが、それらは財源

配分、執行上の政策判断の問題と考え

られる。 

・法定外目的税や超過課税の性質 

・公平性・公共性の確保や理解 

・他の募金活動との整合性等 

②新規・既存のロードサイド店、フランチャイズ、企業等に対して… 

5 項目以上の地元仕入､50%以上の地元雇用､会議所入会条件又は基金納付を義務付け｡ 

意見交換における各委員の意見 総括時の留意点等 

○市内消費の促進が商業活性化につながるもの

と考える。特に食料に関しては、地産地消・

安全安心の観点からも地元消費を条件とし

て、許可等を行う条例を制定できないか。 

 

・自由競争の保障 

・事業者の地域貢献や販売戦略における

取組状況。 

・強制的事項は法的に不可能との見解が

ある。（会議所入会、会費等も含む） 

・市における供給体制・生産性の確保等 

③行政と経済･商業団体の一体化 

（市内の経済団体の結集､一体化の推進を図る｡(商業ｻﾐｯﾄの開催等)） 

意見交換における各委員の意見 総括時の留意点等 

○各商店が特色ある取組みをされる中で、市民、

行政、議会が応援していくようなこと、まず

は自力を発揮してそれをいかに応援していく

かというシステムづくりが大事である。 

 

総
括 

論点整理による問題点の抽出→現状の把握→対策の検討（行政としてできること） 
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商店街連盟との意見交換会要旨 
 

◎当日の資料及び意見交換より 

 

●現状と課題について 

少子高齢化や人口の減少が加速する中、地域に密着して地元に貢献度の高い商店街が売り

上げの減少や後継者不足で疲弊している。成長の時代から縮小の時代となった今、考え方や

仕組みを替えなければならない。そのため、行政を初め関係団体が、知恵を出し合い協力し、

一体となって商業の活性化を図る必要がある。 

 

●解決策（商店街連盟からの提案） 

①商店街の活性化策として 

 ・市民一人に１００円の振興基金を課金して、活性化資金として活用する。 

  （商店から市民に１００円以上の割引券などを進呈する。） 

 ・新規・既存のロードサイド店、フランチャイズ、企業等に対し、５項目以上の地元仕入、

５０％以上の地元雇用、会議所入会条件又は基金の納付を義務付ける。 

②行政と経済・商業団体の一体化 

 ・市内の経済団体の結集、一体化の推進を図る。（商業サミットの開催等） 

③商店の独立支援、後継者育成 

④その他（資料参照） 

 

●意見交換の要旨 

 （１００円商店街・街バル、プレミアム商品券カード事業等に関する意見を除く。） 

 

＜湊委員＞ 

・基本的には個々の商店の努力によるものと考えているが、その中で行政はどのようなこと

ができるのかが大きな課題である。近年、消費者の購買動向が大きく変わっており、現在

ではネット販売等も普及し、大きな規模での消費流出が見込まれる。市内消費を促進する

ことにより、商業活性化につながるのではないか。 

 

・例えば、市内国道沿線では大方９割が市外業者であり、ほぼ市外からの仕入れをされてい

る状況から、特に食料に関しては、地産地消、安全安心の観点からも地元消費を条件とし

て、許可等を行う条例を制定できないか、行政と詰めていくべきである。 

 

＜明田委員＞ 

・解決策として条例制定を提案されているが、市民１人１００円による基金で８００万円の

資金化を要望されているが、現状、市から補助金が充てられていることから、それを工面

できるのではないかと感じた。条例で市民に求めるということは、それを使ってやりきる

という考えがどの程度あるのかということであり、各商店街の状況からも中々難しいこと

があるのではないか。 

 

・どちらかと言うと、商店街連盟の思いを中心にして展開しようとする思いが強いと感じた。

消費者に向けて、どのような魅力を打ち出し、市外消費を食い止めるのか、そのような施

策を考えるべきである。 

 

＜齊藤委員＞  

・市、経済・商業団体の一体化を１番目の要望にもつべきである。大型店、フランチャイズ

が来ようが、それは買い手の判断であり、何が来ようが自分の店で買ってもらえるという

店づくり、そのしくみづくりが、商店街の維持・活性化につながるものと考えている。 
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・各商店街、個店が知恵を絞ることが根幹である。大型店、インターネット等の普及は全国

的な傾向であり、人口減少の中で売り上げを伸ばしていくことは、中々見込めない中、各

商店が独自に客をつかみ、お得意様にしていくことが大切である。 

 

・今までの経緯では、大型店が来たから各商店街にばら撒きのようなことをして、その受け

皿としてきたようなことであったが、結局それでは自立できないということであり、交付

金、補助金よりも先に、まず商店街がしっかりしていくことが大事である。 

 

＜菱田委員＞ 

・既存の商店街ではいかに個性を出すかという取り組みが必要となる。各商店が特色ある取

り組みをされる中で、市民、行政、議会が応援していくようなこと、要は、まず自力を発

揮されて、それを如何に応援していくかというシステムが大事であると考えている。 

  

⇒個店でできないことを商店街で、商店街でできないことを商店街連盟でバックアップし、

商店街連盟では不十分な点について他の商業団体と連携を図り、さらに行政のバックアッ

プ、市民の支援をいただき、それに対してどのようなキックバックを行えるのかというこ

とである。 

 

⇒個性を出して、値段競争ではなく、顔の見える関係で丁寧に対応することが大切であると

考えている。それを基本ベースとしたうえであるが、人口減少、消費人口減少が加速して

おり、努力が及ばないところまで来ている状況である。この先５年後を大変危惧している。

転げ落ちる前に手を打っていきたいという思いである。 

 

⇒フランチャイズ店は地元への貢献度が薄い。我々はそれに勝り、長年にわたり公共性の面

で地元への貢献度が高い。そこを考えてもらいたい。個性を出してがんばるということを

基本として、新たなしくみづくりに支援いただき、全国に自慢できるものにして、市全体

の活性化につなげていきたいと考えている。 

 

＜藤本委員＞ 

・条例により市民に課金するようなことができるのか。 

 

⇒これまでの高度成長期、人口増加の上り坂から、現在は人口減少等の下り坂にあり、未経

験の中にある。今こそその機運を興さなければならないと考えている。前例のないことで

あるが、できればいいじゃないかという考えをもっていただきたい。 

 

・特色ある商店街づくりについて、どのような取り組みをされているのか。 

  

⇒それぞれの商店街ではその地域にマッチした独自の取り組みに努められている状況であり、

商店街連盟から具体的に指示しているようなことはないが、それらの取り組みをもっと効

果的に引き上げたいと考えている。本市では地理的に不利であり、商店街は点在している。

そこで条例制定による振興基金を生かしていきたいという考えである。 

 

＜並河副委員長＞ 

・商店街が疲弊するとまちの活気がなくなる。地元の商店は社会的な貢献も高い。大型店と

共存できるようなしくみづくりが必要である。   

 

   



●地域商業振興条例の全国事例 

 （商業振興条例・商店街活性化条例の制定状況） 

  ※商店街等の活性化を主眼としたものとしたものを対象とし、地産地消・産業振興に

関する条例等は調査対象に含めていない。 

 

＜条例制定の動向＞ 

平成１６年、東京都世田谷区で商店街加入促進を主な目的とした条例を制定。 
以降、同様の条例化の動きが首都圏を中心に全国的に広がっている。 
（全国７５自治体に拡大（２０１１夏、自治体法務研究より）） 
  
＜条例制定の主な背景＞ 

  商店数の減少、経営者の高齢化や後継者不足、商店街活動に非協力的な店舗等の増

加等による商店街の弱体・衰退化、地域コミュニティの核としての機能低下等。 
  ⇒商店街加入率の低下、分担金等の負担集中を解決 
 
＜条例の主な特徴＞ 

 市・事業者・商店街団体・地域経済団体の責務・役割の明確化 
 事業者に対する商店街団体への加入促進 
 大型店に対する商店街団体への加入促進 
 事業者の商店街活動への積極的参加、応分の負担協力 
 経済団体、商店街団体、市との連携・協力 
 商店街活動に対する市民の協力 
 商店街団体による地域貢献事業の実施・協力 
 大型店の地域貢献活動の実施（地域貢献事業計画書の提出）等 
  
   ※商店街団体への加入、負担等の義務付けの事例は見受けない。 
    （強制的事項は違法となることを確認（世田谷区）） 
 
＜その他の事例＞ 

例えば、事業者の地元仕入に関しては、地産地消条例や産業振興条例等において、

事業活動における地産地消等を促進する規定があるが、強制的事項とはなっていない。

（地元仕入、地元雇用等を補助金交付要件等として設定している例は除く。） 
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平成２８年９月 決算審査・事務事業評価における意見 

 

（商店街等活性化に向けた行政のあり方について） 

 

＜各委員の意見＞   

○商店街等の活性化について評価を行うことは大変難しい。理想論ばかり言って、そ

れをしたら成功するのかという話であり、提案することは簡単であるが、評価とし

ては厳しいものとなってしまう。 

 

○商店街等については、地域や人口等によって性質も異なる。行政に対してどうこう

言うのではなく、商業団体や各商業者の声もあることから、全体的な方向性として

どうしていくのかということが大きな課題である。 

 

○地域性や人口動向等、様々な状況がある中、実際に受けて立つのは、個店と消費者

であり、行政が具体的な施策をとるのは難しい。市全体として商店街のにぎわいづ

くりに向けた方向性をもって進めていくべきである。 

 

○Ｈ商店街における街ゼミの取組みなど、やる気のある商店街に必要な支援を行い、

他の商店街等へ波及させていくような工夫を求めたい。 

 

○商店街としてどのような商店街にしていこうというものを自ら出していただき、そ

れに対して行政が支援していくことが大事であり、商店街の思いを実現していくた

めにフォローしていくのが行政の支援のあり方と考える。 

 

○今、買物難民について話題となってきている中、地域で支えていこうという関係を

構築できればと考えている。その点からも行政の支援を願いたい。 

 

＜担当部の意見＞   

○本市の地域活性化を図る上で、商店街の底上げはやはり必要であるので、地域の商

店街、商業団体と協力しながら、行政としてできる支援を行い、個店そのものの意

欲を喚起できるような施策を進めていきたい。 

 

＜評価結果の付帯意見まとめ＞ 

○商店街・個店の意欲を喚起し、その魅力をさらに引き出せるような支援に向けて、

今後も取り組まれたい。 

 

＜その他の意見＞ 

○大型店の立地が進んでいくと、小売店は貧弱になる一方である。動向等の分析デー

タを行政として分析して、商店街や個店にアドバイス等をされれば、助かると思う

のだが。今、皆どうすればよいのか模索されている状況である。 

 

○今後、１０年後に残る商売は３割程度しかないという統計も出ており、今の仕事を

ずっと続けていけるかといったら大間違いである。その点も行政としてしっかり指

導願いたい。 

             


